
犬山市議会第２６号議案 
 

   令和３年度犬山市下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和３年度犬山市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 処理戸数            １９，５００戸 

(2) 年間総排水量       ５，０２５，７００立方メートル 

(3) 一日平均排水量         １３，７６９立方メートル 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

   収   入 

 第１款 下水道事業収益   １，６５０，１２２千円 

  第１項 営業収益       ５９２，２２９千円 

  第２項 営業外収益    １，０５７，８８９千円 

  第３項 特別利益             ４千円 

   支   出 

 第１款 下水道事業費用   １，６５０，１２２千円 

  第１項 営業費用     １，５２７，３４９千円 

  第２項 営業外費用      １１９，１４２千円 

  第３項 特別損失           ６３１千円 

  第４項 予備費          ３，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額３６９，９５５千円は、過年度分損益勘定留保資金１２１，

４６９千円、当年度分損益勘定留保資金１７６，６８９千円、建設改良積立金３８，

８３４千円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３２，９６３千円

で補てんするものとする。）。 
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収   入 

 第１款 資本的収入     １，１６２，５８２千円 

  第１項 企業債        ４２６，３００千円 

  第２項 出資金        ４０５，９８８千円 

  第３項 補助金        ３０１，４０７千円 

  第４項 負担金等        ２８，８８７千円 

 

   支   出 

 第１款 資本的支出     １，５３２，５３７千円 

  第１項 建設改良費      ７１８，８３９千円 

  第２項 企業債償還金     ８１３，６９８千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

流域下水道事業 

 千円 

 

46,500 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 2.00％以内 

 借入れの日から据置期

間を含めて４０年以内に

償還する。 

 なお、都合により償還期

限を短縮し、又は繰上償還

若しくは低利借換えをす

ることができる。 
公共下水道事業 379,800 

計 426,300    

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

 (1) 職員給与費   ５９，２５８千円 
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（他会計からの補助金） 

第８条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

５７６，３０６千円である。 

 

  令和３年２月２６日提出 

 

  犬山市長 山 田 拓 郎 

-457-



 

-458-



 

犬山市議会第２６号議案添付 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令 和 ３ 年 度 

 

 

 

 

犬山市下水道事業会計予算に関する説明書 
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単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 下水道事業収益 1,650,122

1 営業収益 592,229

1 下水道使用料 566,338

2 農業集落排水処理 3,561

施設使用料

3 雨水処理負担金 8,819

4 負担金 1

5 その他営業収益 13,510

2 営業外収益 1,057,889

1 他会計補助金 481,030

2 補助金 9,150

3 長期前受金戻入 567,694

4 消費税還付金 1

5 受益者負担金 10

延滞金

6 受益者分担金 1

延滞金

7 雑収益 3

3 特別利益 4

1 過年度損益修正益 2

2 その他特別利益 2

令和３年度　 犬山市下水道事業会計予算実施計画 （税込み）

収益的収入及び支出

　収　入

款 項 目
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単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 下水道事業費用 1,650,122

1 営業費用 1,527,349

1 汚水管渠費 61,907

3 処理場費 13,763

5 普及指導費 15,002

6 業務費 36,384

7 総係費 51,212

8 流域下水道維持管 448,766

理負担金

9 減価償却費 887,084

10 資産減耗費 11,731

11 その他営業費用 1,500

2 営業外費用 119,142

1 支払利息及び 116,890

企業債取扱諸費

2 消費税及び 1,701

地方消費税

3 雑支出 551

3 特別損失 631

4 過年度損益修正損 630

　　　 5 その他特別損失 1

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

　支　出

款 項 目
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単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 資本的収入 1,162,582

1 企業債 426,300

1 企業債 426,300

2 出資金 405,988

1 出資金 405,988

3 補助金 301,407

1 他会計補助金 95,276

2 補助金 206,131

4 負担金等 28,887

1 受益者負担金 28,883

2 受益者分担金 1

3 工事負担金 2

4 下水道整備協力金 1

単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 資本的支出 1,532,537

1 建設改良費 718,839

1 汚水管路建設費 509,329

2 雨水管路建設費 87,783

3 汚水管路改良費 73,700

5 処理場建設改良費 1,378

8 流域下水道建設 46,649

負担金

2 企業債償還金 813,698

1 企業債償還金 813,698

　支　出

款 項 目

資本的収入及び支出

　収　入

款 項 目
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(単位：千円)

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 6,931

　　　減価償却費 887,084

　　　固定資産除却費 11,731

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 10

　　　引当金の増減額(△は減少) 2,621

　　　長期前受金戻入額(△は益) △ 567,694

　　　支払利息 116,890

　　　未収金の増減額(△は増加) △ 15,202

　　　未払金の増減額(△は減少) 1,514

　　　　小　　計 430,003

　　　利息の支払額 △ 116,890

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 313,113

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 657,097

　　　国庫・県補助金による収入 188,191

　　　受益者負担金による収入 26,369

　　　他会計補助金による収入 86,951

　　　受益者分担金による収入 1

　　　工事負担金による収入 2

　　　下水道整備協力金による収入 1

　　　未収金の増減額(△は増加) 0

　　　未払金の増減額(△は減少) 61

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 355,521

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 426,300

　　　企業債の償還による支出 △ 813,698

　　　他会計からの出資による収入 405,988

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 18,590

 

　資金増加額（又は減少額） △ 23,818

　資金期首残高 283,193

　資金期末残高 259,375

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)

令和３年度　犬山市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 （間接法）
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給　　与　　費　　明　　細　　書

  (1) 総　　　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

7 1,512 28,399 21,753 51,664 9,715 61,379

(1)

7 1,512 29,280 22,834 53,626 9,928 63,554

(1)

0 0 △ 881 △ 1,081 △ 1,962 △ 213 △ 2,175

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1,536 1,882 264 643 10 650 0 0

前 年 度 1,536 1,936 0 710 10 708 0 0

職員手当 比    較 0 △ 54 264 △ 67 0 △ 58 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 1,420 7,468 5,083 2,317 480 0 21,753

前 年 度 0 1,420 7,643 5,433 2,598 840 0 22,834

比    較 0 0 △ 175 △ 350 △ 281 △ 360 0 △ 1,081

(注) 　本年度の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費（以下「期末手当等」という。）には、翌年度
の支給（支払）見込額のうち本年度の負担に属する額（賞与引当金繰入額：3,993千円〔期末手当：2,338千
円、勤勉手当：1,655千円〕、法定福利費引当金繰入額：757千円）が含まれ、退職手当には、本年度の期末要
支給額のうち本年度の負担に属する額（退職給付引当金繰入額：2,317千円）が含まれる。
　前年度の期末手当等には、同様に前年度の負担に属する額（賞与引当金繰入額：3,739千円〔期末手当：
2,202千円、勤勉手当：1,537千円〕、法定福利費引当金繰入額：705千円）が含まれ、退職手当には、退職給
付引当金繰入額2,246千円が含まれる。

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

7 0 28,399 21,431 49,830 9,428 59,258

(0)

7 0 29,280 22,621 51,901 9,688 61,589

(0)

0 0 △ 881 △ 1,190 △ 2,071 △ 260 △ 2,331

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1,536 1,882 264 643 10 650 0 0

前 年 度 1,536 1,936 0 710 10 708 0 0

職員手当 比    較 0 △ 54 264 △ 67 0 △ 58 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 1,420 7,146 5,083 2,317 480 0 21,431

前 年 度 0 1,420 7,430 5,433 2,598 840 0 22,621

比    較 0 0 △ 284 △ 350 △ 281 △ 360 0 △ 1,190

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計
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  イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 1,512 0 322 1,834 287 2,121

(1)

0 1,512 0 213 1,725 240 1,965

(1)

0 0 0 109 109 47 156

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

職員手当 比    較 0 0 0 0 0 0 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 322 0 0 0 0 322

前 年 度 0 0 213 0 0 0 0 213

比    較 0 0 109 0 0 0 0 109

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計
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　(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

増減額
(千円) (千円)

給　　料 △ 881 給料改定 0
に伴う
増加分

昇給 373  平均昇給率 1.34%
に伴う
増加分

その他の △ 1,254  職員の異動等
増減分

職員手当 △ 1,081 制度改正 △ 137 期末手当 　期末手当支給月数（一般職員）
に伴う 　2.6月 → 2.55月
増減分

その他の △ 944
増減分

　(3) 給料及び職員手当の状況

　　職員１人当たりの給料

　再任用短時間勤務職員を除く

　　初　任　給

区　分
増減事由別内訳

説　　　　明 備　　　　　　　　考

△ 137千円

区　　　　　分 一　般　行　政　職

国　の　制　度

一　般　行　政　職

区　　　　　　　　　　　分 一　般 行 政 職

令和3年1月1日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 334,000

平 均 年 齢 ( 歳 ・ 月 ) 42.90

令和2年1月1日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 346,385

平 均 年 齢 ( 歳 ・ 月 ) 43.11

高　　校　　卒 154,900円 150,600円

大　　学　　卒 188,700円 182,200円
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　　級 別 職 員 数

区　分 職　　員　　数 構　　成　　比
(人)   (％)

0 0.0

(0)

1 14.3

(0)

1 14.3

(0)

0 0.0

(0)

3 42.8

(0)

1 14.3

(0)

0 0.0

(0)

1 14.3

(0)

7 100.0

(0)

0 0.0

(0)

1 14.3

(0)

1 14.3

(0)

1 14.3

(0)

2 28.5

(0)

2 28.6

(0)

0 0.0

(0)

0 0.0

(0)

7 100.0

(0)

　（　）内は、再任用短時間勤務職員を外書き

一　　　般　　　行　　　政　　　職

級

令
　
和
　
3
　
年
　
1
　
月
　
1
　
日
　
現
　
在

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級

計

1級

計

令
　
和
　
2
　
年
　
1
　
月
　
1
　
日
　
現
　
在

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級
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　(級別の基準となる職務)

　　昇 給

　再任用短時間勤務職員を除く

区 分 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級

主 査 補

区 分 2 級 1 級

一般行政職 主 事 主 事 補

一般行政職 部 長 課 長 課 長 補 佐 統 括 主 査
主任主査、

主 査

 8号給(人) 0 0

区　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　員　　　　数  (Ａ) (人) 7 7

昇 給 に 係 る 職 員 数  (Ｂ) (人)

昇　給　数　別　内　訳

 2号給(人) 0

5 5

5 5

 6号給(人) 0 0

0

 4号給(人)

0

 3号給(人) 0

比     率   （Ｂ）／（Ａ） 　　   (％) 71.4 71.4

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　員　　　　数  (Ａ) (人) 7 7

昇 給 に 係 る 職 員 数  (Ｂ) (人) 7 7

昇　給　数　別　内　訳

 2号給(人) 0 0

 3号給(人) 2 2

 4号給(人) 5 5

比     率   （Ｂ）／（Ａ） 　　   (％) 100.0 100.0

 6号給(人) 0 0

 8号給(人) 0 0
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　　期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.450 (2.350)

前 年 度 2.25 (1.175) 2.25 (1.175) 4.500 (2.350)

国の制度 2.225 (1.175) 2.225 (1.175) 4.450 (2.350)

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率

　　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度
(月分) (月分) (月分) (月分)

　　地 域 手 当

　　特 殊 勤 務 手 当

区   分

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 計 職制上の段階職務の

級等による加算措置
備          考

 6月(月分) 12月(月分)
(月分)

有

有

有

区   分
そ  の　他　の

備          考
加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
現在、定年前早期退職特例措
置を一時休止

(2%～20%加算)

定年前早期退職特例措置

(3%～45%加算)

支 給 対 象 地 域 全　　　地　　　域

国 の 制 度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 率 （ ％ ） 6

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 7

40.00 40.00

代表的な特殊勤務手当の名称 　　徴収手当

国 の 指定 基準 に基 づく 支給 率（ ％） 6

区　　　　　　　　　　分 全体
一　般
行政職

令和3年1月1日現在

給料総額に対する比率  (％) 0.03 0.03

支給対象職員の比率    (％)
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　　その他の手当

区　分
国 の 制 度
と の 異 同

扶　養　手　当 同 ○配偶者 6,500円

○子 10,000円

・満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子１人につき 5,000円

○父母等 6,500円

　ただし、配偶者及び父母等について、行政職給料表（一）８級職員は3,500円

住　居　手　当 同 借家・借間

○家賃等の額16,000円以下の場合、無し

○16,000円を超え、27,000円以下の場合、家賃等の額－16,000円

○27,000円を超える場合、（家賃等の額－27,000円）× 1/2

　ただし、17,000円を限度とし、11,000円に加算　　最高28,000円

通　勤　手　当 異 (ア)交通用具利用

　　通勤距離片道

 2㎞　 　  　　未満 －  円

 2㎞以上　　3㎞未満 2,000円

 3㎞以上　　4㎞未満 2,200円

 4㎞以上　　5㎞未満 2,500円

 5㎞以上　　8㎞未満 4,200円

 8㎞以上　 10㎞未満 4,800円

10㎞以上   13㎞未満 7,100円

13㎞以上   15㎞未満 8,100円

15㎞以上   20㎞未満 10,000円

20㎞以上   25㎞未満 12,900円

25㎞以上   30㎞未満 15,800円

30㎞以上   35㎞未満 18,700円

35㎞以上   40㎞未満 21,600円

40㎞以上   45km未満 24,400円

45㎞以上   50km未満 26,200円

50㎞以上   55km未満 28,000円

55㎞以上   60km未満 29,800円

60㎞以上　　　 　　 31,600円

(イ)交通機関利用

利用区間の最長期間定期券等額の月額相当額

最高 55,000円

内　　　　容
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（単位：千円）

１　固 　定   資   産

(1)

ア 土 地 57,942

イ 建 物 50,985

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,839 44,146

ウ 構 築 物 26,134,657

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,399,527 23,735,130

エ 機 械 及 び 装 置 216,500

減 価 償 却 累 計 額 △ 108,620 107,880

オ 建 設 仮 勘 定 105,002

24,050,100

(2)

施 設 利 用 権 1,172,613

1,172,613

(3)

出 資 金 805

805

25,223,518

２　流   動   資   産

(1) 259,375

(2) 67,146

△ 716

66,430

325,805

25,549,323

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

ア

投 資 そ の 他 の 資 産

ア

無 形 固 定 資 産

未 収 金 合 計

流 動 資 産 合 計

投資その他の資産合計

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

令和３年度　犬山市下水道事業予定貸借対照表 （税抜き）

（　令和４年３月３１日　）

資　  産　  の　  部
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（単位：千円）

３　固   定   負   債

(1) 5,986,273

(2)

ア 退 職 給 付 引 当 金 7,035

7,035

5,993,308

４　流   動   負   債

(1) 832,385

(2) 89,450

(3)

ア 賞 与 引 当 金 3,993

イ 法定福利費引当金 757

4,750

926,585

５　繰   延   収   益

(1) 15,597,499

△ 1,661,166

13,936,333

20,856,226

（単位：千円）

６　資   本   金         

(1) 4,597,191

4,597,191

７　剰   余   金         

(1)

ア 県 補 助 金 12,198

イ 他 会 計 補 助 金 45,744

57,942

(2)

ア 減 債 積 立 金 0

イ 建 設 改 良 積 立 金 0

ウ
当年度未処分利益
剰 余 金

37,964

37,964

95,906

4,693,097
25,549,323

資 本 金

引 当 金

資　　本　  の　  部

長 期 前 受 金

※賞与引当金取崩し額　　   　3,739

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

負 債 資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

引 当 金

資 本 合 計

企 業 債

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

※法定福利費引当金取崩し額     705

負 　 債　  の 　 部

未 払 金
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注記 

 

 Ｉ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

   (１) 有形固定資産 

      ・減価償却の方法 

        定額法 

      ・主な耐用年数 

        建物     １５ ～ ５０年 

        構築物    １０ ～ ５０年 

        機械及び装置 １０ ～ ３０年 

(２) 無形固定資産 

      ・減価償却の方法 

        定額法 

      ・主な耐用年数 

施設利用権      ４５年 

 

  ２ 引当金の計上方法 

   (１) 退職給付引当金 

       職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額 

に相当する額を計上している。 

   (２) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

       職員（会計年度任用職員を除く）の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

これに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）

見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月

分）を計上している。 

   (３) 貸倒引当金 

       債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能 

見込額を計上している。 

 

Ⅱ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

  犬山市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、各 

事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業 

の２つを報告セグメントとしている。 

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 

 

主として市街地から排出される汚水を排除する業務 

主として市街地から排出される雨水を排除する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業の処理区域から排出される汚水を排除

する業務 

 

 

-474-



 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）    （単位：千円） 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 523,747 15,452 539,199 

営業費用 1,412,286 66,579 1,478,865 

営業損益 △888,539 △51,127 △939,666 

経常損益 △9,380 3,076 △6,304 

セグメント資産 24,805,827 743,496 25,549,323 

セグメント負債 20,203,967 652,259 20,856,226 

その他の項目 

 他会計補助金 

 減価償却費 

 特別利益 

特別損失 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 

 

447,654 

860,903 

2 

601 

△219,422 

 

 

33,376 

26,181 

2 

30 

△22,296 

 

 

481,030 

887,084 

4 

631 

△241,718 

 

 

Ⅲ．その他 

１ 引当金の取崩し 

(１) 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し 

職員（会計年度任用職員を除く）の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係

る法定福利費のうち、前年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か

月分）の支給（支払）のため、賞与引当金３，７３９千円、法定福利費引当

金７０５千円を取り崩すこととする。 
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（単位：千円）

１ 営　 業   収   益

(1) 下 水 道 使 用 料 519,002

(2)
農 業 集 落 排 水 処 理
施 設 使 用 料

3,487

(3) 雨 水 処 理 負 担 金 7,320

(4) そ の 他 営 業 収 益 11,905 541,714

２ 営   業   費   用

(1) 汚 水 管 渠 費 52,039

(2) 処 理 場 費 10,420

(3) 普 及 指 導 費 13,158

(4) 業 務 費 31,848

(5) 総 係 費 49,817

(6)
流域下水道維持 管理
負 担 金

404,278

(7) 減 価 償 却 費 910,766

(8) 資 産 減 耗 費 13,872 1,486,198

944,484

令和２年度　犬山市下水道事業予定損益計算書 （税抜き）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 損 失
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３ 営　 業　 外　 収　 益

(1) 他 会 計 補 助 金 402,366

(2) 補 助 金 9,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 598,499

(4) 受益者負担金延 滞金 39

(5) 受益者分担金延 滞金 0

(6) 雑 収 益 666 1,010,570

４ 営　 業　 外　 費　 用

(1)
支払利息及び企 業債
取 扱 諸 費

130,248

(2) 雑 支 出 6,560 136,808 873,762

70,722

５ 特　 別 　利　 益

(1) そ の 他 特 別 利 益 78,160 78,160

６ 特 　別　 損　 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,378

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 1,378 76,782

6,060

0

6,060当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

１　固 　定   資   産

(1)

ア 土 地 57,942

イ 建 物 50,985

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,270 45,715

ウ 構 築 物 25,615,533

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,588,872 24,026,661

エ 機 械 及 び 装 置 212,858

減 価 償 却 累 計 額 △ 93,933 118,925

オ 建 設 仮 勘 定 25,200

24,274,443

(2)

施 設 利 用 権 1,189,988

1,189,988

(3)

出 資 金 805

805

25,465,236

２　流   動   資   産

(1) 283,193

(2) 51,945

△ 727

51,218

334,411

25,799,647

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

ア

投資その他の資産合計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

未 収 金 合 計

流 動 資 産 合 計

令和２年度　犬山市下水道事業予定貸借対照表 （税抜き）

（　令和３年３月３１日　）

資　  産　  の　  部
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（単位：千円）

３　固   定   負   債

(1) 6,392,358

(2)

ア 退 職 給 付 引 当 金 4,720

4,720

6,397,078

４　流   動   負   債

(1) 813,698

(2) 87,875

(3)

ア 賞 与 引 当 金 3,739

イ 法定福利費引当金 705

4,444

906,017

５　繰   延   収   益

(1) 15,326,657

△ 1,124,145

14,202,512

21,505,607

※賞与引当金取崩し額　　　   4,205

※法定福利費引当金取崩し額     802

（単位：千円）

６　資   本   金         

(1) 4,191,203

4,191,203

７　剰   余   金         

(1)

ア 県 補 助 金 12,198

イ 他 会 計 補 助 金 45,744

57,942

(2)

ア 建 設 改 良 積 立 金 38,835

イ
当年度分未処分利益
剰 余 金

6,060

44,895

102,837

4,294,040
25,799,647

引 当 金

資 本 合 計

資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

負 　 債　  の 　 部

資　　本　  の　  部

負 債 資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債
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(単位：千円)

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 6,060

　　　減価償却費 910,766

　　　固定資産除却費 13,872

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少) 552

　　　引当金の増減額(△は減少) 1,683

　　　長期前受金戻入額(△は益) △ 598,499

　　　支払利息 130,248

　　　未収金の増減額(△は増加) 4,276

　　　未払金の増減額(△は減少) 20,548

　　　　小　　計 489,506

　　　利息の支払額 △ 130,248

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 359,258

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 474,290

　　　国庫・県補助金による収入 154,464

　　　受益者負担金による収入 37,096

　　　他会計補助金による収入 63,416

　　　受益者分担金による収入 0

　　　工事負担金による収入 2,546

　　　下水道整備協力金による収入 2,167

　　　未収金の増減額(△は増加) 0

　　　未払金の増減額(△は減少) △ 826

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 215,427

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 278,400

　　　企業債の償還による支出 △ 792,170

　　　他会計からの出資による収入 458,107

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 55,663

 

　資金増加額（又は減少額） 88,168

　資金期首残高 195,025

　資金期末残高 283,193

(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)

令和２年度　犬山市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 （間接法）
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金　　額

1 下水道事業収益 1,650,122

1 営業収益 592,229

1 下水道使用料 566,338

1 下水道使用料 566,338 下水道使用料

2 農業集落排水処理 3,561

施設使用料 1 農業集落排水処理 3,561

施設使用料

3 雨水処理負担金 8,819

1 雨水処理負担金 8,819 雨水処理負担金

4 負担金 1

1 退職金負担金 1 他会計退職負担金収入

5 その他営業収益 13,510

1 手数料 73 排水設備指定工事店手数料

2 農業集落排水事業 13,435 農業集落排水事業維持管理負担金

維持管理負担金

3 雑収益 2

2 営業外収益 1,057,889

1 他会計補助金 481,030

1 他会計補助金 481,030 他会計補助金

2 補助金 9,150

1 国庫補助金 6,750 国庫補助金

2 県補助金 2,400 県補助金

3 長期前受金戻入 567,694

1 国庫補助金長期 189,554

 前受金戻入

2 県補助金長期 16,558

前受金戻入

3 受贈財産評価額長期 67,122

 前受金戻入

4 他会計補助金長期 212,099

前受金戻入

5 受益者負担金長期 74,334

前受金戻入

6 受益者分担金長期 8,027

前受金戻入

4 消費税還付金 1

1 消費税還付金 1

5 受益者負担金 10

延滞金 1 受益者負担金延滞金 10

6 受益者分担金 1

延滞金 1 受益者分担金延滞金 1

7 雑収益 3

1 その他雑収益 3

3 特別利益 4

1 過年度損益修正 2

益 1 過年度損益修正益 2

2 その他特別利益 2

1 その他特別利益 2

収益的収入及び支出

　収　入 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

令和３年度　犬山市下水道事業会計予算実施計画明細書 （税込み）

款 項 目
説　　　　明

農業集落排水処理施設使用料

節

区　　分
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金　　額

1 下水道事業費用 1,650,122

1 営業費用 1,527,349

1 汚水管渠費 61,907

10 旅費 10 職員旅費

11 備消品費 403 消耗品等

15 動力費 2,723 電気料金

18 印刷製本費 44 マンホールカード

19 修繕費 18,499 構築物修繕費 14,499

機械及び装置修繕費 4,000

22 通信運搬費 891 通報装置通信費

23 手数料 1,060 口座振替手数料

25 委託料 37,899 下水道施設管理業務委託料 1,900

マンホールポンプ保守点検委託料

9,787

水質検査委託料 3,646

管路調査委託料 18,650

下水道台帳作成委託料 3,916

31 保険料 378 火災保険料 90

下水道賠償責任保険料 288

3 処理場費 13,763

14 光熱水費 12 水道料金

15 動力費 3,960 電気料金

19 修繕費 4,010 機械及び装置修繕費 4,000

その他修繕費 10

22 通信運搬費 33 通報装置通信費

23 手数料 26 浄化槽法定検査手数料

25 委託料 5,691 施設管理業務委託料 168

電気設備保安委託料 198

処理場運転業務委託料 3,769

汚泥処理業務委託料 1,056

その他業務委託料 500

31 保険料 31 火災保険料

5 普及指導費 15,002

25 委託料 14,982 下水道事務委託料

39 補助交付金 20 水洗化改造資金利子補給金

6 業務費 36,384

25 委託料 30,522

35 報償費 5,862 受益者負担金前納報奨費

7 総係費 51,212

1 給料 20,956 職員給

2 手当 12,241 職員手当

3 賞与引当金繰入額 3,008 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 571 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額

5 報酬 1,512 パートタイム会計年度任用職員報酬

6 法定福利費 6,921 共済組合負担金等

7 退職給付費 2,317 退職手当 1

退職給付引当金繰入額 2,315

他会計退職負担金 1

10 旅費 115 職員旅費 47

パートタイム会計年度任用職員

通勤手当分 68

11 備消品費 125 消耗品等

18 印刷製本費 75 リーフレット印刷

25 委託料 435 電子計算機類保守点検業務委託料

下水道使用料徴収事務委託料

　支　出 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

節

区　　分

説　　　　明
款 項 目
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金　　額

29 会費負担金 318 日本下水道協会負担金 165

五条川左岸処理区協議会負担金

98

20

中部地方下水道協会負担金 24

愛知県下水道協会負担金 11

30 負担金 2,491 研修会参加者負担金 92

部長人件費負担金 2,356

土地改良事業団体連合会負担金 43

41 貸倒引当金繰入額 127 貸倒引当金積立

8 流域下水道維持 448,766

管理負担金 40 流域下水道維持管理 448,766

負担金 負担金 390,469

負担金 58,297

9 減価償却費 887,084

44 有形固定資産減価 827,301 建物・構築物等減価償却費

償却費

45 無形固定資産減価 59,783 施設利用権減価償却費

償却費

10 資産減耗費 11,731

46 固定資産除却費 11,731 管きょ等除却費

11 その他営業費用 1,500

50 雑支出 1,500 財産管理人選人予納金

2 営業外費用 119,142

1 支払利息及び企 116,890

業債取扱諸費 56 企業債利息 116,890 流域下水道債利子 10,664

公共下水道債利子（汚水） 103,308

公共下水道債利子（雨水） 33

農業集落排水事業債利子 2,885

2 消費税及び地方 1,701

消費税 62 消費税及び地方消費 1,701 消費税及び地方消費税

税

3 雑支出 551

61 その他雑支出 551

3 特別損失 631

4 過年度損益修正損 630

70 過年度損益修正損 630 過年度還付金

5 その他特別損失 1

71 その他特別損失 1

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

91 予備費 3,000

予　　　　　　算　　　　　　額

説　　　　明
款 項 目

節

区　　分

単位：千円　

五条川右岸流域下水道推進協議会負担金

五条川左岸流域下水道維持管理費等

五条川右岸流域下水道維持管理費等
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金　　額

1 資本的収入 1,162,582

1 企業債 426,300

1 企業債 426,300

1 企業債 426,300 流域下水道事業債 46,500

公共下水道事業債（汚水） 327,200

公共下水道事業債（雨水） 52,600

2 出資金 405,988

1 出資金 405,988

1 出資金 405,988

3 補助金 301,407

1 他会計補助金 95,276

1 他会計補助金 95,276 他会計補助金（汚水） 44,950

他会計補助金（雨水） 41,649

他会計補助金（農集） 8,677

2 補助金 206,131

1 国庫補助金 205,900 国庫補助金（汚水） 170,900

国庫補助金（雨水） 35,000

2 県補助金 231 県補助金（汚水） 1

県補助金（農集） 230

4 負担金等 28,887

1 受益者負担金 28,883

1 受益者負担金 28,883

2 受益者分担金 1

1 受益者分担金 1

3 工事負担金 2

1 工事負担金 2

4 下水道整備協力金 1

1 下水道整備協力金 1

資本的収入及び支出

　収　入 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

説　　　　明節

区　　分
款 項 目
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金　　額

1 資本的支出 1,532,537

1 建設改良費 718,839

1 汚水管路建設費 509,329

1 給料 7,443 職員給

2 手当 3,202 職員手当

3 賞与引当金繰入額 985 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 186 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額

6 法定福利費 2,037 共済組合負担金等

10 旅費 34 職員旅費

11 備消品費 42 消耗品等

18 印刷製本費 152 納入通知書等印刷製本費

22 通信運搬費 167 郵便料金

23 手数料 3 口座振替手数料

25 委託料 72,027 地下埋設物調査委託料 1,000

測量実施設計委託料 55,000

その他業務委託料 16,027

26 工事請負費 397,051 汚水枝線管きょ布設工事請負費

310,000

汚水枝線管きょ布設付帯工事請負費

5,000

マンホールトイレ設置工事請負費

13,500

公共汚水ます等設置工事請負費

28,901

公共下水道舗装復旧工事請負費

38,000

その他工事請負費 1,650

28 補償金 26,000 物件移転補償金

2 雨水管路建設費 87,783

10 旅費 10 職員旅費

25 委託料 87,773

3 汚水管路改良費 73,700

26 工事請負費 73,700 汚水枝線管きょ改良工事請負費

5 処理場建設改良費 1,378

26 工事請負費 1,378

8 流域下水道建設負 46,649

担金 84 流域下水道建設負 46,649

担金 39,478

7,171

2 企業債償還金 813,698

1 企業債償還金 813,698

85 企業債償還金 813,698 流域下水道債償還元金 72,830

公共下水道債償還元金（汚水） 673,840

公共下水道債償還元金（雨水） 48,753

農業集落排水事業債償還元金 18,275

節
款 項 目

説　　　　明

区　　分

五条川左岸流域下水道建設事業負担金

五条川右岸流域下水道建設事業負担金

処理場機器改良工事請負費

五ヶ村雨水幹線測量実施設計委託料

　支　出 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額
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